
【令和４年度実施計画】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業（実施状況・効果検証）

335,173,743 284,617,000 50,556,743

1 観光企画課 緊急経済対策事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、町内での消費が低迷しているため、緊急経済対策として、町に

訪れる旅行者へ宿泊クーポン及び町内で使用できる商品券の配布を行い、誘客の促進を図る。

②③那智勝浦観光機構（ＤＭＯ）補助金　74,900千円

以下、内訳

旅行者用商品券（1人当り1千円×11,677枚見込）

宿泊クーポン

　3千円（2,200枚見込）、6千円（2,500枚見込）、9千円（4,000枚見込）のクーポン発行

発行見込枚数6,900枚

クーポン発行事務費5,623千円見込

④那智勝浦観光機構（DMO）

R4.6.14 R5.3.30 74,977,629 60,000,000 14,977,629

【事業実施効果】

　宿泊クーポン助成

　　クーポン発行枚数　8,149枚

　　延べ人泊数　19,268人

　　宿泊額　257,269,772円

　　商品券発行額　11,714,000円

【効果・検証】

　個人旅行者の誘客促進の一助となるとともに、商品券付きとすることで、宿泊にと

どまらず、観光関連産業の状況改善に寄与した。

　宿泊クーポンを発行したR4年7月～9月、R5年1月～2月の宿泊実行件数が、対前年

同期間比で和歌山県全体では130％であったのに対し、本町は168％と伸び率が大き

かった。

　また、宿泊額として257,269,772円、商品券発行により11,714,000円相当の観光関

連産業への経済効果があった。

【課題】

　特段課題等はなかった。

2 観光企画課 観光バス助成金交付事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、減少している観光客への対策として、観光バスへの助成事業を

行い、誘客促進を図る。

②③那智勝浦町から観光機構（ＤＭＯ）へ補助金3,910千円を支出し、誘客促進のため観光バスの助成事業

を実施。那智勝浦町に訪れてくれる観光バス1台につき最大50千円を助成する。

〇町内観光バス助成（小計3,910千円）

30千円（1台につき10～19人乗車）×40台見込

50千円（1台につき20人以上乗車）×50台見込

振込手数料等事務経費210千円見込

④旅行会社、バス会社

R4.6.15 R5.3.24 3,743,310 3,700,000 43,310

【事業実施効果】

　バス誘致台数　85台

　人数　2,598名

　交付金額　3,710,000円

【効果・検証】

　団体旅行者の誘客促進の一助となり、宿泊や飲食、土産物購入など地域経済の活性

化に寄与した。

　事業の効果は得られた認識している。

【課題】

　令和４年度においても、新型コロナウイルスが感染拡大したため、一部催行キャン

セルが発生した。

3 教育委員会 小中学校給食費補助事業

①新型コロナウイルス感染症に係る物価高騰の影響により、給食材料費が高騰しているため、保護者への追加負担を生じさせないため、材料高騰分への充

当及び小学校への補助をおこなう。

②③

〇小学校給食費助成事業補助金1,558千円（R4.10～R5.3月の給食数×1食当たりのの補助単価）

　見込み　小学校6校分　1,557,700円（10月～3月分学校給食提供数×一食当たり補助単価）

・宇久井小学校　20,669回×30円＝620,070円　・市野々小学校　2,881回×30円＝86,430円　・勝浦小学校　24,745回×20円＝494,900円　・色川小学校

2,000回×10円＝20,000円　・太田小学校　1,948回×20円＝38,960円　・下里小学校（10月～11月）　2,693回×30円＝80,790円　・下里小学校（12月～

3月）　4,331回×50円＝216,550円

　小学校計　1,557,700円

〇中学校給食材料費1,520千円（R4.10～R5.3月の給食数×1食当たりのの補助単価）

　見込み　中学校4校分　1,520,500円（10月～3月分学校給食提供数×一食当たり補助単価）

　色川中学校　850回×10円＝8,500円

（生徒数×学校給食提供日数×一食当たり補助単価）

　宇久井・那智・下里中学校　280名×180円×30円＝1,512,000円

　中学校計　1,520,500円

④小中学生の保護者

R4.4.12 R5.3.30 3,058,995 2,000,000 1,058,995

○小学校

　各学校からの申請に基づき補助

　補助単価　10～50円/食

　補助額　　1,546,995円

○中学校

　280名×180食×30円＝1,512,000円

【効果・検証】

　食材の高騰分を補助したことにより、給食費を値上げ・質を下げることなく提供で

き、家計負担の軽減にもつながった。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

4 観光企画課
中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金

事業

①新型コロナウイルス感染症に係る原油価格高騰により大きな影響を受けている中小企業者へエネルギー関

係経費に応じた支援金を給付し、負担軽減を図ることで事業の継続を下支えする。

②③

エネルギー価格高騰対策支援金22,500千円（エネルギー関係経費の合計額に応じて5～50万円の支援金を給

付）

郵便料13千円、広告料165千円

④中小企業者

R4.10.3 R5.3.24 22,726,080 14,300,000 8,426,080

　事業継続支援金交付実績

　　交付事業者数　153事業者

　　交付金額　22,550,000円

【効果・検証】

　原油価格等の高騰により、事業活動に著しい支障が生じた事業者の事業継続の下支

えするための支援金として、1事業者につき最大50万円を交付。他業種にわたる事業

者の事業継続を下支えすることができた。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

5 農林水産課
農林水産業エネルギー価格高騰対策支援金

事業

①新型コロナウイルス感染症に係る原油価格高騰により大きな影響を受けている農林水産業事業者へエネル

ギー関係経費に応じた支援金を給付し、負担軽減を図ることで事業の継続を下支えする。

②③

エネルギー価格高騰対策支援金8,100千円（エネルギー関係経費の合計額に応じて5～25万円の支援金を給

付）

④農林水産業事業者

R4.9.13 R5.3.7 8,700,000 8,700,000 0

【給付実績】

　農業　270万円（18件）

　林業　65万円（4件）

　漁業　535万円（36件）

【効果・検証】

　燃料の高騰により経費が増出したが補助金の交付により負担が軽減され、今後の事

業継続の一助になったと考えられる。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

6 農林水産課 まぐろ水揚げ支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響によるエネルギー価格高騰により大きな影響を受けているまぐろ漁を営

む水産業事業者へ町内で使用できる商品券を配布することにより、価格高騰による負担軽減及び水揚げの継

続・拡大を図る。

②③

商品券12,190千円

（50千円分×229隻（延縄船））

（10千円分×74隻（曳縄船））

交付業務委託料31千円

④まぐろ漁を営む水産業事業者

R4.9.13 R5.3.24 13,014,090 10,000,000 3,014,090

【実績】

　まちなか商品券配布状況（1枚500円分）

　　延縄船　22,900枚（229隻）

　　その他　　1,480枚（74隻）

　　　計　　24,380枚（303隻）

　まちなか商品券回収状況

　　枚数　24,099枚

　　金額　12,049,500円

　回収率　98.85%

　利用事業者　89店舗

【効果・検証】

　勝浦地方卸売市場にまぐろを水揚げする隻数について、事業実施期間中（10月1日

～1月4日）は昨年度と比較して増加（約28%増）した。

　配布した商品券については、98.85%が使用され町内経済も活性化されたと思われ

る。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。
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7 観光企画課 まちなか商品券事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により、原油価格・物価高騰に直面している町内小規模事業者の応援及び地域経済

の活性化を目的として、「まちなか商品券（第４弾）」を町民一人あたり5千円分配布する。

②③

まちなか商品券事業費補助金72,375千円

（商品券5千円×13,875人）（商品券作成・換金業務3,000千円）

※商工会へ補助金として支出

交付業務委託料1,681千円

印刷製本費175千円

郵便料476千円

広告料148千円

④南紀くろしお商工会、地方公共団体、町民

R4.9.16 R5.3.6 74,515,989 73,200,000 1,315,989

【実績】

　事業総額　68,843,000円

　事業対象人数　14,127名

　商品券引換人数　13,875名

【効果・検証】

　68,843,000円に相当する家計支援と地域経済の活性化につながった。

　家計支援と地域経済の活性化に寄与したものと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

8 住民課 マイナンバーカード普及促進生活支援事業

①マイナンバーカードの新規取得者・申請者及び既取得者へ5千円分の商品券を配布することにより、行政

事務手続きのオンライン化を推進しつつ、新型コロナウイルス感染症の影響等により原油価格・物価高騰に

直面する生活者の支援を行う。

②③

マイナンバーカード普及促進事業補助金51,642千円

（既取得者5千円×6,085人）

（新規取得者及び申請者5千円×4,090人）

（商品券印刷手数料767千円）

④南紀くろしお商工会、地方公共団体、町民

R4.9.1 R5.3.6 53,245,753 51,451,000 1,794,753

　マイナンバーカードの交付率上昇

　　40.7%（R4.8.31）→69.0％（R5.1.31）

　商品券利用店舗数249店

【効果・検証】

　商品券を配布することにより、マイナンバーカードの交付率の上昇とコロナ禍の影

響による物価高騰等に直面する生活者への支援につなげることができた。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

9 建設課 公園内水栓改修事業

①新型コロナウイルス感染症の対応として、町内公園6箇所における既存の水栓をワンプッシュ型の水栓へ

と改修を行い、感染拡大防止を図る。

②③

工事費2,100千円

④地方公共団体

R4.10.20 R5.2.7 1,969,000 1,969,000 0

【実績】

　公園6箇所

　セルフストップ水栓15基

【評価・検証】

　水栓に接触する回数を減らすことにより、感染リスクを抑えることができたと考え

られる。

　事業の効果は得られたと認識している。

【課題】

　特段課題等はなかった。

10

11 病院 医療関係従事者等支援事業

①新型コロナウイルスへの感染が疑われる患者に対応する医療従事者の支援を目的に、医療従事者に支給さ

れる特殊勤務手当を全額負担する。

②③

〇防疫等作業手当6,000千円（3,000円×2,000回分）

※町立病院については、一般会計からの繰出を行う

④医療従事者

R4.4.1 R5.3.31 24,438,000 5,297,000 19,141,000
　防疫作業手当分としての病院への繰出し　5,297,000円

　新型コロナ対応を起因とする職員の離職　0人

【評価・検証】

複数回あった流行期をはじめ、年間通じて多忙を極め、職員の心身への負担も過大

であったが、新型コロナを要因とする離職者はなく、年度中の新規採用職員も平時と

同水準確保でき、診療体制を維持することができた。

　以上のことから、事業目的に対する効果は十分得られたと考えられる。

【課題】

感染症法上の位置付けが５類へ引き下げられたが、疾病の態様や院内での感染対策

は何ら変わりないため、引き続き職員の負担軽減の方策が必要である。

12 こども未来課 子育て世帯応援給付金事業

①新型コロナウイルス感染症に係る原油価格高騰により大きな影響を受けている18歳までの児童および大学

生等を養育する保護者に対し、子育て世帯応援給付金を支給、子育て世帯の経済支援を行う。

②③

子育て世帯への給付63,000千円（2,100人×30千円）

郵便料530千円

印刷製本費80千円

口座振替手数料231千円

④18歳までの児童および大学生等を養育する町内在住の保護者

R5.3.7 R5.9.30 54,784,897 54,000,000 784,897

【給付実績】

　1,826名　54,780,000円

　　給付者数（18歳以下の児童大学生等）

　　15歳以下　1,297名

　　高校生等　312名

　　大学生等　217名

【評価・検証】

　15歳以下については、児童手当受給データを活用し迅速に給付し、子育て世帯の経

済支援を行うことができた。

　高校生・大学生等についても給付することができ、事業の効果は得られたと認識し

ている。

【課題】

　特段課題等はなかった。
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